
１ はじめに
　樹脂粉末床溶融結合法とは、樹脂粉末材料を敷いた層（厚
0.1mm程度）にレーザ光を走査してレーザ照射部のみを溶融さ
せ、この層を繰り返し積層・溶融させた後、溶融部を再凝固させて
三次元構造体を作製する方法であり、3Dプリンタの造形方式の
一つです。形状自由度が高く強度に優れた造形品が得られる利
点がある一方、造形可能な材料が限られている点が課題です。特
に、樹脂粉末床溶融結合法に用いられるナイロン11及び12は、
工業製品として最も広く利用されているナイロン樹脂であるナ
イロン6と比べて弾性領域での強度が低いため、ナイロン6を用
いた部品の機構・機能の評価には利用が難しいことが課題となっ
ています。
　そこで本研究では、樹脂粉末床溶融結合法により、ナイロン6を
用いた部品の機構・機能を評価可能な試作品を提供するため、ナ
イロン11粉末にガラスビーズを複合した材料の造形を試み、弾性
領域での強度向上を目指しました。

２ 実験方法
　樹脂粉末床溶融結合法による造形装置は、ビーム径0.17ｍｍの
ファイバーレーザを熱源とする、アスペクト製RaFaEl300Fを用い
ました。造形材料には、ナイロン11粉末材料（ASPEX-FPA黒、平均
粒子径50μm）を使用し、図1に示すa～cの3種類のガラスビーズ
をそれぞれ20～60wt%複合した材料を作製して使用しました。ガ
ラスビーズを複合した材料の造形条件は、品質工学手法（パラメー
タ設計）を用いた実験から導出しました。

　造形品の強度は、インストロン製万能材料試験機1122型
（5kN）を用い、引張弾性率及び曲げ弾性率を測定しました。

３ 結果
　ナイロン11粉末単体及びナイロン11粉末にガラスビーズを複
合した造形品の引張弾性率及び曲げ弾性率をそれぞれ図2、3に
示します。ガラスビーズa（粒径69μm）及びb（35μm）を複合した
材料の引張弾性率・曲げ弾性率は、複合量が40wt%までは向上し
ましたが、複合量が60wt%になると低下しました。一方、ガラス
ビーズc（粒径15μm）を複合した材料の引張弾性率・曲げ弾性率
は、複合量が増えるほど向上し、複合量が60wt%の造形品が最も
高い値を示しました。ガラスビーズcを40wt%以上複合した造形

品の引張弾性率・曲げ弾性率は、ナイロン6を用いた部品の機構・
機能の評価に利用可能な程度の強度でした。

　ガラスビーズc（粒径15μm）を複合した材料の造形品について、
5mm角の凸及
び穴の寸法差
を図4に示しま
す。複合量が増
えるほど寸法差
が小さくなって
おり、造形精度
の向上が確認
できました。

４ まとめ
　ファイバーレーザを光源とする樹脂粉末床溶融結合法におい
て、ナイロン11粉末にガラスビーズを複合した材料の造形を試み
ました。今回評価した粒径15～69μmのガラスビーズでは、粒径
が最も小さい粒径15μmのガラスビーズを40wt%以上複合する
ことで、造形品の弾性変形領域での強度が顕著に向上しました。
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●お問い合わせ先／ 京都府中小企業技術センター 基盤技術課 機械設計･加工担当　TEL:075-315-8633  E-mail:kikai@kptc.jp

樹脂粉末床溶融結合法による
複合材料造形技術の構築
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図1　ガラスビーズ拡大写真
平均粒子径　a:69μm、 b:35μm、 c:15μm

＊ 現在は、（公財）京都産業２１に派遣中です。

　熱硬化性樹脂やUV硬化性樹脂といった高粘性流体は、現在の
産業において、接着剤をはじめとして電子産業や自動車産業等、用
途が多岐にわたる重要な材料です。その使途範囲の小型化、薄膜
化が進行している昨今、その反り変形や強度などの信頼性確保は
必須事項であり、そのため、硬化に伴う体積変化をリアルタイムで
評価し、硬化過程で生じる反り変形挙動等の発生機構の解明が望
まれております。
　従来、高粘性流体の硬化過程の評価は、赤外分光測定や示差走
査熱量測定等、様々なものが（表1参照）適用されておりますが、何
れの方法も、硬化過程における体積変化を直接的に評価するもの
ではありません。またその解析には硬化反応に関与する官能基や
発熱挙動に関する専門的な知識が必要であり、必ずしも簡便な方
法とは言えません。
　そこで、体積変化を評価するための手法として熱機械分析
（Thermal Mechanical Analysis（TMA））に着目しました。これ
は、固体試料に対し一定の荷重を掛けながらその熱膨張・収縮挙
動を評価するものです。このTMAによって高粘性流体の硬化過程
における体積変化を直接的に評価できるのではないかと考え、そ
の可能性について検証を行いました。

　測定に際しては図1に示したジグを用い、高粘性流体の体積変
化に伴う高さの変位をモニタリングしていきます。検証の一例とし
て、図2に等温条件（25℃前後）における高粘性流体（エポキシ系接
着剤）の硬化過程における充填高さの変位について示します。アル
ミナ粉末のみを充填したもの（黒線）と比べると、高粘性流体を塗
布したもの（赤線）は変位幅が大きく、変位過程が長時間にわたっ
ていることから、赤線で示された変位は塗布したエポキシ系接着
剤の硬化に伴う収縮であると考えられます。これを既存の評価方
法である赤外分光測定によるエポキシ基濃度の経時変化（図3の
緑線）と比較すると、特に反応初期段階と定常状態に達する時間に
挙動の違いが見られ、赤外分光では反応が終了していると見做さ
れる時間以降も暫くは収縮が継続していることが判明しました。こ
れは硬化に伴う体積変化が化学反応だけで説明できるものではな
く、荷重による変位、硬化反応により生成したポリマー鎖間の分子

間相互作用に伴う収縮等といった、赤外分光測定では評価できな
い因子が複合的に絡み合っていることを反映したものと考えられ
ます。

　以上の例から、比較的簡便な操作で評価できるTMAによる直接
モニタリングは、反応進行度のみの評価にとどまる既存の分析手
法を補完する意味でも、硬化過程を評価する上で有効な分析手法
の1つになり得るものと考えられます。
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図１　硬化過程評価に用いたTMA用ジグの概要

図2　TMAによる接着剤の充填高さの変位（Δh）の経時変化
（黒線）アルミナ粉末のみ （赤線）接着剤を充填したもの

図3　赤外分光分析によるエポキシ基の消失過程（緑）とTMAによる
収縮過程の経時変化（赤）の比較

表1　硬化過程評価に用いられる主な分析手法とその特徴

分析装置 原理 適用の限界

示差走査熱量
測定装置(DSC)

フーリエ変換赤外分光
測定装置(FT-IR)

動的粘弾性分析装置
(DMA、レオメータ)

熱機械分析装置(TMA)

反応に伴う
発熱過程評価

反応に伴う
官能基濃度の変化

硬化過程における
動的粘弾性変化

硬化過程における
熱膨張・収縮過程
評価（密度変化）

発熱を伴わないものは適用不可
溶剤の気化等、混在物による影響

官能基濃度変化を伴わないもの
（吸光度変化の小さいもの）は不適

装置によっては反応終点が
不明な場合あり

（今回の検証対象）

※詳細は、当センター発行の技報（京都府中小企業技術センター技報 No.46  
2018年 P.14～20）を御参照ください。

※詳細は、当センター発行の技報（京都府中小企業技術センター技報 No.46  
2018年 P.1～7）を御参照ください。
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図4　ガラスビーズc複合造形品
凸と穴（5mm角）の寸法差

図3　曲げ弾性率
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